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特定行為に係る看護師の研修制度の概要
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２．特定行為の流れ

特定行為に係る看護師の研修制度の概要
１．目的

○ 2025年に向けて、さらなる在宅医療等の推進を図っていくためには、個別に熟練した看護師のみでは足りず、医師又は歯科医師の判
断を待たずに、手順書により、 一定の診療の補助を行う看護師を養成し、確保していく必要がある。

○ このため、「地域における医療および介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」において、その行為を
特定し、手順書によりそれを実施する場合の研修制度を創設（平成27年10月）し、その内容を標準化することにより、今後の在宅医療等
を支えていく看護師を計画的に養成していく。

○ さらに、平成31年4月の省令改正で、各科目の内容及び時間数を変更し、また在宅・慢性期領域、外科術後病棟管理領域、術中麻酔
管理領域において、それぞれ実施頻度が高い特定行為をパッケージ化し研修することを可能としたことで、更なる制度の普及を図る。

３．特定行為研修の実施体制等
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講義・演習等を受講

実習

看護師

実習評価

指導体制の確認
評価基準の提示

○厚生労働大臣が指定する指定研修機関において、
協力施設と連携して研修を実施

○研修は講義、演習又は実習によって実施
○看護師が就労しながら研修を受けられるよう、

① 講義・演習は、eラーニング等通信による学習を
可能としている

② 実習は、受講者の所属する医療機関等（協力
施設）で受けることを可能としている

４．研修の内容

「共通科目」
全ての特定行為区分に共通するもの
の向上を図るための研修

「区分別科目」
特定行為区分ごとに異なるものの向上を
図るための研修

※全ての科目で、講義及び実習を行う。一部
の科目については演習を行う。
※１区分ごとに受講可能。

共通科目の内容 時間数

臨床病態生理学（講義、演習） ３０

臨床推論（講義、演習、実習） ４５

フィジカルアセスメント

（講義、演習、実習）
４５

臨床薬理学（講義、演習） ４５

疾病・臨床病態概論

（講義、演習）
４０

医療安全学、特定行為実践

（講義、演習、実習）
４５

合計 ２５０

特定行為区分（例） 時間数

呼吸器（気道確保に係るもの）関連 ９

創傷管理関連 ３４

感染に係る薬剤投与関連 ２９

栄養及び水分管理に係る薬剤投与

関連
１６

創部ドレーン管理関連 ５

（平成31年4月～）
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護師に点滴
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医師
点滴を実施
看護師

医師に結果
を報告

Aさんを診察後、
⼿順書により脱
⽔症状があれば
点滴を実施する
よう看護師に指
⽰

医師

Aさんを観
察し、脱⽔
の可能性を
疑う

看護師

症状の
範囲内

点滴を
実施

医師に結果
を報告

症状の範囲外 医師に報告

⼿順書に
⽰された

⼿順書により
タイムリーに

研修を受けるとこのようにかわります （脱⽔を繰り返すAさんの場合）

特定⾏為の実施の流れ（例）

看護師
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【別紙】特定行為及び特定行為区分（３８行為２１区分）
特定行為区分 特定行為

呼吸器（気道確保に係るもの）
関連

経口用気管チューブ又は経鼻用気管チューブの

位置の調整

呼吸器（人工呼吸療法に係る
もの）関連

侵襲的陽圧換気の設定の変更

非侵襲的陽圧換気の設定の変更

人工呼吸管理がなされている者に対する鎮静薬

の投与量の調整

人工呼吸器からの離脱

呼吸器（長期呼吸療法に係る
もの）関連

気管カニューレの交換

循環器関連

一時的ペースメーカの操作及び管理

一時的ペースメーカリードの抜去

経皮的心肺補助装置の操作及び管理

大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うと

きの補助の頻度の調整

心嚢ドレーン管理関連 心嚢ドレーンの抜去

胸腔ドレーン管理関連

低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の設定及び設

定の変更

胸腔ドレーンの抜去

腹腔ドレーン管理関連
腹腔ドレーンの抜去（腹腔内に留置された穿刺針

の抜針を含む。）

ろう孔管理関連

胃ろうカテーテル若しくは腸ろうカテーテル又は胃

ろうボタンの交換

膀胱ろうカテーテルの交換

栄養に係るカテーテル管理
（中心静脈カテーテル管理）
関連

中心静脈カテーテルの抜去

栄養に係るカテーテル管理
（末梢留置型中心静脈注射
用カテーテル管理）関連

末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿入

特定行為区分 特定行為

創傷管理関連

褥(じょく)瘡(そう)又は慢性創傷の治療における血

流のない壊死組織の除去

創傷に対する陰圧閉鎖療法

創部ドレーン管理関連 創部ドレーンの抜去

動脈血液ガス分析関連
直接動脈穿刺法による採血

橈骨動脈ラインの確保

透析管理関連
急性血液浄化療法における血液透析器又は血液

透析濾過器の操作及び管理

栄養及び水分管理に係る薬
剤投与関連

持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整

脱水症状に対する輸液による補正

感染に係る薬剤投与関連 感染徴候がある者に対する薬剤の臨時の投与

血糖コントロールに係る薬剤投
与関連

インスリンの投与量の調整

術後疼痛管理関連
硬膜外カテーテルによる鎮痛剤の投与及び投与量

の調整

循環動態に係る薬剤投与関
連

持続点滴中のカテコラミンの投与量の調整

持続点滴中のナトリウム、カリウム又はクロールの投

与量の調整

持続点滴中の降圧剤の投与量の調整

持続点滴中の糖質輸液又は電解質輸液の投与量

の調整

持続点滴中の利尿剤の投与量の調整

精神及び神経症状に係る薬
剤投与関連

抗けいれん剤の臨時の投与

抗精神病薬の臨時の投与

抗不安薬の臨時の投与

皮膚損傷に係る薬剤投与関
連

抗癌剤その他の薬剤が血管外に漏出したときのス

テロイド薬の局所注射及び投与量の調整
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特定行為研修制度に係る現状と
推進方策
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 指定研修機関数の推移  研修修了者数の推移

○ 特定⾏為研修を⾏う指定研修機関は、年々増加しており令和元年8⽉現在で134機関である。これらの指定研修機関が年間あた
り受け⼊れ可能な⼈数（定員数）は1,521⼈（令和元年8⽉現在）となっている。

○ 特定⾏為研修の修了者数は、年々増加しており平成31年3⽉現在で1,685名である。 制度施⾏︓平成27年10⽉1⽇

（医政局看護課調べ）
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特定⾏為に係る看護師の研修制度
指定研修機関数・研修修了者の推移
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修了者延べ人数： 13,217名

修了者総数： 1,685名（平成31年3月現在）
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都道府県別 特定⾏為研修修了者就業状況 （2018年3⽉看護課調べ）
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平成27年度 平成28年度 平成29年度

総数 1041
※複数回研修を修了した修了者は延べ数として集計

就業場所 修了者総数 割合 2017年度
修了者

2016年度
修了者

2015年度
修了者

病院 870 84％ 373 293 230

診療所 11 1％ 2 2 3

訪問看護
ステーション 47 5％ 29 10 5

介護施設 15 1％ 6 6 2

その他 36 3％ 10 12 12

不明 62 6％ 23 1 7

総数 1041名 100％ 443名 324名 259名

⾼度急性期
病床
32%

急性期病床
26%

回復期病床
3%

慢性期病床
8%

外来
8%

その他
16%

不明
7% 病院就業者の配属内訳

【就業場所別修了者数】
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特定行為研修の推進に係る支援について

研修機関導⼊促進⽀援事業 令和2年度予算案 161,826千円（令和元年度予算額 145,371千円）

研修導⼊に必要な備品購⼊、eラーニング設置、実習体制構築等の
経費に対する⽀援

指定研修機関運営事業 令和2年度予算案 418,012千円（令和元年度予算額 334,485千円）

指導者経費、実習に係る消耗費、委託費、指定研修機関と協⼒施設
の連携に必要な経費に対する⽀援

指定研修機関等施設整備事業 令和2年度予算案 医療提供体制施設備交付⾦ 65億円の内数
（令和元年度予算額 76億円の内数）

研修を実施するためのカンファレンスルーム、eラーニング設置、
研修受講者⽤の実習室等の新築・増改築・改修に必要な施設整備
に必要な経費に対する⽀援

⼈材開発⽀援助成⾦
訓練経費や訓練期間中の賃⾦の⼀部を雇⽤保険により助成

指定研修機関への⽀援

教育訓練給付
労働者が研修の費⽤を負担し、厚⽣労働⼤⾂が指定する教育訓練を
受けた場合、その費⽤の⼀部を「教育訓練給付」として雇⽤保険に
より⽀援
・⼀般教育訓練給付︓受講費⽤の20％（上限年間10万円）
・特定⼀般教育訓練給付︓受講費⽤の40％（上限年間20万円）
・専⾨実践教育訓練給付︓受講費⽤の40％（上限年間40万円）
※受講者が⽀給を受けるためには、指定研修機関の特定⾏為研修が、
教育訓練施設としてあらかじめ厚⽣労働⼤⾂の指定を受けている
必要がある

研修受講者への⽀援

地域医療介護総合確保基⾦
受講者の所属施設に対する⽀援

（医療機関において負担した受講
料等の費⽤補助、代替職員雇⽤
の費⽤補助）

診療報酬における評価（平成30年度改定）
⼀定の要件を満たした研修修了
者が、診療報酬上の施設基準の
要件とされている

（糖尿病合併症管理料、糖尿病透析
予防指導管理料、在宅患者訪問褥
瘡管理指導料、特定集中治療室管
理料1及び2）

医療機関への⽀援
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特定行為研修制度の見直し
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看護師の特定⾏為研修制度の⾒直しについて

○看護師の特定⾏為に係る研修制度については、地域における医療及び
介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律
（平成26年法律第83号）附則第２条第４項の「この法律の公布後五
年を⽬途として、その施⾏の状況等を勘案し、必要があると認めるときは、
所要の⾒直しを⾏うこと」との規定を踏まえ、医道審議会保健師助産師看
護師分科会 看護師特定⾏為・研修部会において⾒直しについて検討。

○現在の特定⾏為研修制度の現状を踏まえ、更なる制度の普及、特定
⾏為研修修了者の確保のため、看護師が受講しやすい研修内容のあり⽅
について、研修内容の精錬化による研修時間数の短縮と、３つの領域別
パッケージ研修（在宅・慢性期領域、外科術後病棟管理領域、術中⿇
酔管理領域）を⾏うことを平成31年4⽉に可能とした。

○領域別パッケージ研修については、令和元年10⽉に救急領域を追加。
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外科術後管理領域※ 術中麻酔管理領域※ 在宅・慢性期領域※

患者に対するきめ細やかなケアによる医療の質の向上、医療従事者の⻑時間労働の削減等の効果が⾒込まれる。

在宅・慢性期領域において、療養が⻑期に
わたる、もしくは最期まで⾃宅または施設等
で療養する患者に柔軟な対応が可能に。

⼿術

呼吸管理（気道管理含む）

循環動態・疼痛・栄養・代謝管理

疼痛管理

ドレーン管理・抜去

感染管理

CV抜去・PICC挿⼊

創部管理（洗浄・抜⽷・抜鈎）

⿇酔に係る術前評価

呼吸管理（気道管理含む）

全⾝⿇酔の補助

ライン確保

術中の⿇酔・呼吸・
循環管理

⿇酔の覚醒

術後の呼吸・循環・疼痛管理

術
前

術
中

術
後

気管カニューレ
の交換

胃ろうカテーテル
若しくは腸ろうカ
テーテル

⼜は胃ろうボタ
ンの交換

褥瘡⼜は慢性
創傷の治療に
おける

⾎流のない壊
死組織の除去

脱⽔症状に
対する輸液
による補正

外科の術後管理や術前から術後にかけた⿇酔管理において、頻繁に⾏われる⼀連
の医⾏為を、いわゆる包括的指⽰により担うことが可能な看護師を特定⾏為研修の
パッケージを活⽤して養成することで、看護の質向上及びチーム医療を推進。

ライン確保等

救急外来受診

呼吸管理、循環管理
鎮静

ＩＣＵ等、他の
病棟へ移動

検査 治療

救急領域※

2次⼜は3次救急医療の現場
において、迅速な対応が可能
に。

初療

集中的
な治療
など

※ 一連の流れの中で特定行為研修修了生がパッケージに含まれる特定行為を手順書にもとづき実施。

特定行為研修制度のパッケージ化のイメージ特定行為研修制度のパッケージ化のイメージ
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